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1. はじめに 

先の兵庫県南部地震（1995.1.17）では，鋼製円筒橋脚の断面変化部直上での環状の軸対称局部座屈現象 1)

など衝撃的上下動で説明し得る被災例が多く見受けられた．このような観点から，鋼管座屈耐力について基

礎的に検討することが重要と思われる．本研究は，静的軸圧縮力を受ける変断面鋼管短柱の複合非線形静的

解析により静的局部座屈荷重に及ぼす径厚比，径長比と板厚比の 3つの幾何パラメータの影響を検討したう

えで，変断面鋼管短柱の静的局部座屈強度の算定式について考察するものである． 

2. 解析対象と解析モデル 

解析対象は，阪神高速神戸 3 号線の鋼製円筒橋脚（P-584 海側）の局部座屈の発生したダイアフラム間の

変断面円筒シェルを模擬した図-1に示す変断面鋼管短柱であり，管長 lの中央（l1=l2=l/2）に断面変化部を有

している．変断面鋼管短柱の幾何形状と荷重条件および対象とする変形の対称性から，図-2に示すように手

前の 1/2を解析モデルに設定し，管壁の中立軸位置に 1要素 4節点で 1節点 6自由度（変位：u,v,w，回転角：

θx,θy,θz）の 4節点シェル要素を配置した 3次元の要素分割を行った．解析モデルの板厚方向は 11層分割，

円周方向は 20 等分割とした．軸方向は，薄肉側上部（管長：l1, 板厚：t1）と断面変化部の板厚が遷移する

領域（0.5mm）を除いた厚肉側下部（管長：l2, 板厚：t2）では要素長を 2mmとした．材料は，表-1に示す材

料定数を持つ軟鋼 SS400 を想定した．表中，E は縦弾性係数，νはポアソン比，σyは降伏応力，また Etは

塑性領域の接線係数を示す．幾何学的境界条件は，解析モデルの両端部の全自由度（ただし下端部の軸方向

には後述のように強制変位を与える）を固定（u=v=w=θx=θy=θz=0）とし，荷重条件は下端部の全節点の軸

方向への一様強制変位入力により軸圧縮力を負荷した． 

検討パラメータを表-2に示す．解析モデルの外径は D=140mm に固定し，幾何パラメータは P-584海側橋

脚のもの（径厚比：D/t1≒105，径長比：l/D≒0.91，板厚比：t2/t1≒1.33）を包含するよう，径厚比を D/t1=70～

110の間で 10 刻み，径長比を l/D=0.8～1.0の間で 0.1刻み，また板厚比を t2/t1=1.0～1.5の間で 0.1刻みで計

90ケース変化させた．各ケースとも von Mises の降

伏関数と関連流動則に従う等方硬化則を用いた弾塑

性構成則により材料非線形性を，また Updated 

Lagrange法により幾何学的非線形性を考慮した複合

非線形静的解析を行った．なお，数値解析には汎用

非線形構造解析プログラム MSC.Marc20012)を用い

た． 

3. 解析結果と考察 

（１）局部座屈荷重  

解析結果の一例として，図-3に板厚比 t2/t1=1.3の

場合の局部座屈荷重～径長比（Pcr ~l/D）関係を径厚

比 D/t1をパラメータとして，図-4に径厚比 D/t1=100

の場合の局部座屈荷重～板厚比（Pcr  ~t2/t1）関係を径

長比 l/D をパラメータとして，また図-5 に板厚比

t2/t1=1.3の場合の局部座屈荷重～径厚比（Pcr  ~D/t1）
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表-1 材料定数 

Material SS400

E (GPa) 206

ó 0.3

õy (MPa) 235
Et=E 0.01

 

表-2 検討パラメータ 

D(mm) D=t1 l=D t2=t1
70 1.0
80 0.8 1.1

140 90 0.9 1.2
100 1.0 1.3
110 1.4
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図-1 変断面鋼管短
 

図-2 解析モデル 
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関係を径長比 l/D をパラメータとして示

す．ここで，局部座屈荷重 Pcrは図-2 に

示す解析モデルの上端部の全節点の軸方

向の反力値の総和の最大値から求めたも

のである．図-3より，径厚比 D/t1=70～110

の各場合とも局部座屈荷重 Pcr は径長比

l/D に殆ど影響を受けず，概ね一定値を

保持することがわかる．また，図-4より

径長比 l/D=0.8～1.0 の各場合とも局部座

屈荷重 Pcrは板厚比 t2/t1 に殆ど影響を受

けず，概ね一定値を保持することがわか

る．さらに，図-5より径長比 l/D=0.8～1.0

の各場合とも，径厚比 D/t1の増大に伴い

局部座屈荷重 Pcr が低下することがわか

る．これは，表-2 に示すように外径を

D=140mm に固定しており，径厚比 D/t1

が大きくなるほど断面積 A1 が小さくな

るためである． 

（２）無次元化局部座屈強度  

一例として，図-6に板厚比 t2/t1=1.3の場合の局部座屈荷重 Pcrを降伏軸

力 Py（=A1σy）で除した無次元化局部座屈強度σcr/σyと無次元化局部座

屈パラメータα1（=(E/σy)/(D/t1)）との関係を径長比 l/Dをパラメータと

して示す．これより，無次元化局部座屈強度σcr/σyは，無次元化局部座

屈パラメータの増大に伴ってα1≒8.0 の場合の’’1.0’’からα1≒12.5 の場合

の’’1.06’’まで幾分増大することがわかる．σcr/σyが’’1.0’’より大きくなる

のは，弾塑性構成則の相当応力～相当ひずみ関係にバイリニア型の真応

力～対数ひずみ関係を仮定したためであり，降伏棚（塑性流れ）を考慮

すれば検討した無次元化局部座屈パラメータα1の全範囲（8.0~12.5）に

わたって概ね一定値’’1.0’’をとることが予測される． 

図-7は，上記の一定値’’1.0’’（実線）を文献  3)に掲載されている等断面の中心軸圧縮鋼管短柱に対する種々

の機関の無次元化局部座屈強度提案式と併記して示したもので，破線は米国鉄鋼協会（AISI），点線は米国石

油協会（API），細い点線は Ostapenko，また一点鎖線は宇佐美ら 4)の提案式を示している．これより，塑性局

部座屈が発生（σcr/σy=1.0）する無次元化局部座屈パラメータα1の下限値は，API 式では’’12.1’’と検討した

α1の範囲の下限（8.0）より大きくなるものの，他の提案式では’’8.0’’より小さくなっており（ただしAISI式では’’9.1’’），ここで対象

とした変断面鋼管短柱の場合も等断面鋼管短柱の場合と同じ局部座屈強度算定式を適用し得ることがわかる． 
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図-3 Pcr ~l/D関係（t2/t1=1.3） 
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図-4 Pcr ~t2/t1関係（D/t1=100） 
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図-5 Pcr ~D/t1関係（t2/t1=1.3） 
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図-6 σcr /σy ~α1関係（t2/t1=1.3） 
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図-7 変断面鋼管短柱の局部 
座屈強度算定式 
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